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序　　　　　文

フィリピン共和国政府は、工業化による経済開発をその重点施策としており、その一環として

外国からの投資、輸出促進に力を注いでいます。そのための基盤整備として、フィリピン共和国

における特許権や商標権などの保護体制の整備を進めるとともに、技術者や研究者等が簡単に工

業所有権に関する情報にアクセスできる環境を整備することが必要となってきています。

しかしながら、フィリピン共和国における特許、実用新案、意匠、商標を含め、知的所有権行

政全般を所管している知的財産権庁（IPO）では、従来より、出願書類を書面で処理しているため

に、外国企業からの工業所有権の権利化にも相当な時間が必要な状況であり、また外部への情報

提供等も非効率的なものとなっています。

こうした状況下、フィリピン共和国政府は 1997年 9月、我が国に対して IPOにおける事務及び

審査の効率化、並びに工業所有権情報の提供に必要なコンピューターシステムを導入することに

より、IPOの近代化を図ることを目的とするプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

この要請を受け、本プロジェクトは IPOにおける特許、商標などの工業所有権の登録に係る事

務処理業務の効率化を目的として、1999年 5月 17日より 4年間の計画で開始されました。

今回の調査団は、協力期間終了を約半年後に控えた時点での計画達成度を把握し、その評価を

行うことを目的として派遣されました。

本報告書は、この調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに調査団の派遣に関し、ご

協力いただいた日本国・フィリピン共和国両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表するととも

に、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

2003年 3月

国際協力事業団

理事 望 月 　 久



プロジェクトの位置図

プロジェクトサイト（マニラ）
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略語表

APO ：年次実施計画（Annual Plan of Operation）

DTI ：工業貿易省（Department of Trade and Industry）

IPO ：知的財産権庁（Intellectual Property Office）

JPO ：日本国特許庁（Japan Patent Office）

M／M ：協議議事録（Minutes of Meeting）

PACSYS ：特許行政事務処理システム（Patent Administration Computerized System）

PCT ：特許協力条約（Patent Cooperation Treaty）

PDM ：プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix）

PO ：全体実施計画（Plan of Operation）



評価調査結果要約表

1. 案件の概要

国名：フィリピン共和国

分野：工業一般

所轄部署：鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課

（R／D）：1999年 5月 17日～ 2003年 5月 16日

協力期間
（延 長）：

（F／U）：

（E／ N）（無償）

1－1 協力の背景と概要

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府は、工業化による経済開発をその重点施

策としており、その一環として外国からの投資、輸出促進に力を注いでいる。そのための基盤

整備として、フィリピンにおける特許権や商標権等の保護体制の整備を進めるとともに、技術

者や研究者等が簡単にこれら工業所有権に関する情報にアクセスできる環境を整備することが

必要となっている。

しかしながら、フィリピンにおける特許、実用新案、意匠、商標等の工業所有権行政を所管

している知的財産権庁（IPO）では、従来、出願書類を紙で、かつ人力により処理しているため

に、外国企業からの工業所有権の権利化にも相当な時間が必要な状況であり、また、外部への

情報提供等も非効率的なものとなっている。

本プロジェクトは、IPO内事務処理業務近代化に必要な特許（実用新案及び意匠を含む）行政

事務処理システム（PACSYS）の導入を目標として、特許事務処理業務の効率化に必要なデータ

ベースと処理システムの構築を通じた人材育成に協力している。

1－2 協力内容

（1）上位目標

フィリピンにおいて工業所有権が早期に正確さを増して付与される

（2）プロジェクト目標

IPOにおいて、特許事務処理が促進される

（3）成　果

0. プロジェクトの組織・運営体制が整備される

1. 特許事務処理の現状分析と改善策の提示ができる人材が育成される

2. 適切な機材が導入され、適切に維持・管理される

3. 書誌データベースが構築され、活用される

4. 文献データベースが構築され、活用される

5. 特許事務処理システムを運用できる人材が育成される

案件名：工業所有権近代化プロジェクト

援助形態：技術協力プロジェクト

協力金額（評価時点）：4億 51万 6,000円

先方関係機関：フィリピン共和国知的財産権庁

日本側協力機関：経済産業省特許庁

他の関連協力：



（4）投入（評価時点）

日本側：（総額：4億 51万 6,000円）

長期専門家派遣 7名 機材供与 1億 8,849万 9,000円

短期専門家派遣 11名 ローカルコスト負担 1,465万 8,000円

研修員受入れ 11名

相手国側：

カウンターパート（C／ P）配置 22名

機材購入 807万 2,495ペソ

土地・施設提供 専門家執務室等

ローカルコスト負担 2,614万ペソ

2. 評価調査団の概要

調査者

調査期間

3. 評価結果の概要

※ 本終了時評価調査ではフィリピン側との合同評価協議において最終合意には至らなかった。

「結論」、「提言」、「教訓」の記載内容についての意見の対立によるものである。その主な理由

は以下のとおり。

PACSYSの開発におけるプログラミング自体について、日本側はそれを開発業者へ外注す

ることを前提とし、そのために必要な発注者としての技術の移転を行ってきた、したがって

C／ Pや専門家がプログラムに直接手を加えることは行わず、またそのための指導も行わな

かったと主張したのに対して、フィリピン側はプロジェクト終了後はプログラミング自体も

IPO自身が行う予定であり、プロジェクト活動としてC／ Pが PACSYSの一部を開発するな

ど、PACSYSの中身を知るための何らかの活動が必要であると主張した。

したがって、フィリピン側は技術移転が不十分であってプロジェクトに不満が残り、これ

らの点について「提言」、「教訓」の欄で触れる必要があると主張したのに対して、日本側は技

術移転は十分であるので（プロジェクト期間中に終了する）触れる必要はないと主張した点で

（担当分野：氏名　　所属）

団長／総括：武田　慶一 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 特任参事

技術移転計画：壬生　吉秋 経済産業省 特許庁 審査業務部 情報システム課

電子計算機専門職

技 術 評 価：後藤　晃 （財）日本国際協力センター 開発部 開発業務課

調査研究員

評 価 管 理：川村　健一 国際協力事業団 鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第二課

評 価 分 析：佐々木 亮輔 監査法人トーマツODA部 シニアスタッフ

2002年 11月 24日～ 12月 10日 評価種類：終了時評価



合意できなかった。

この技術移転範囲についての認識の相違は、プロジェクト開始当初はC／ Pが 4名しかい

ないために外注する以外に選択の余地はなかったこともあり、プロジェクト計画検討の段階

（プロジェクト開始前及び各年度当初）で明確な議論、合意がなされず、PDMなどの記述もあ

いまいであったために両者どちらの主張のようにも解釈が可能なことに原因がある。IPOは

プロジェクト3年目（2001年）ごろから情報システム部門を大幅に増員してC／ Pも増員した

ことから、このころに方針を転換した（外注業者の活用から独自の開発へ）ものと思われる

が、その後のプロジェクト年間計画策定の会議においても特にその旨の主張はなかった。

なお、日本側は外注業者の活用を前提として、年間計画を策定してフィリピン側に提示、合

意し、これに沿ってプロジェクトは実施されていた。

したがって、以下の評価結果は協議の途中段階において暫定的に合意された内容であって

最終的に合意された内容ではない。また「結論」、「提言」、「教訓」については意見の対立のポ

イントを記載してある。

なお、終了時評価調査団派遣後のプロジェクト残り期間中に、PACSYSを複製した研修用シ

ステム（PACSYSとは分離・独立したシステム）を使用したC／Pによるプログラミング練習や、

システム開発業者によるPACSYSの詳細な構成についての指導を行った。その結果、C／ Pは

自立してPACSYSの維持・管理・プログラミングを行っていける技術レベルに達したとして、

予定どおり2003年 5月 16日にプロジェクトは終了することで、日本・フィリピン双方は合意

した。

3－1 評価結果の要約

（1）妥当性

現在、フィリピンでは知的財産権の保護と施行の強化をめざすとともに、行政サービス

への迅速かつ容易なアクセスの実現を念頭にした電子政府政策を重要視しており、本件プ

ロジェクトはフィリピンの国家計画と整合性があるといえる。また、特許協力条約（PCT）

に係るプロジェクト活動の追加は、フィリピンの特許行政が国際的な枠組みに適応するた

めに妥当な選択であり、時宜を得た協力であった。

（2）有効性

プロジェクト目標レベルにおける成果は 2つに分類することができる。1つは、専門家の

技術移転によってC／ Pが向上させた能力であり、2つ目は、PACSYSの開発である。この

2つの成果が両方達成されることが、プロジェクト目標である特許行政の効率化に寄与する

と考えられる。前者に関して、専門家及び外注システム開発者との共同作業により、C／ P

はシステム開発に必要な管理・技術能力を身に付けている。また、必要な文書化や報告系

統を含めたシステムの内部管理構造も系統的に整備された。一方PACSYSの開発について



は、まだ調整作業中の段階にあり、現時点でシステム全体の一部分しか利用できない状況

にある。重大な欠陥が効率的に修正されれば、PACSYSはプロジェクト終了までに100％利

用可能になる見込みである。

（3）効率性

プロジェクトへの投入は、全体を通じて効率的に活用されており、質・量・タイミング

など投入に係る諸条件もおおむね適切であった。当初C／ Pは量的に不足していたが、今

ではプロジェクト実施を進めるうえで必要な人員が確保されている。また、研修や機材供

与において、現地調達方式が効果的に採用された点も高く評価できる。しかし、外注シス

テム開発者に起因する問題（外部要因）がプロジェクトの効率性にマイナスに影響したのも

事実である。

（4）インパクト

現時点で PACSYSは完全に利用可能ではないため、そのインパクトを明確に確認するこ

とはできない。しかし、PACSYSの完全稼働までにエラーが修正され、システムの機能が

確約されれば、特許手続き状況のモニタリングの効率化、特許出願の手続き時間の短縮化

などが達成される見込みである。さらに、これまで文書管理に要した時間も削減され、公

報もより頻繁に発行されるものと見込まれる。

（5）自立発展性

知的財産権の保護における IPOの役割は、今後も引き続き政府内で重要視されるものと

見込まれる。また、IPOは出願手数料、登録料など特許関連業務で得た収入を特別会計と

して独自に使用できるため、プロジェクト終了後も財務的自立発展性は見込める。技術的

側面に関して、C／ Pは PACSYSを運用する能力を有し、必要書類の管理や人員配置を含

めた内部管理体制も系統的に整備されている。

3－2 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

本件プロジェクトでは、システム開発・機材供与・研修実施において現地のリソースが

積極的に活用された。研修においては、本邦研修に比べてコスト面及び言語面で比較優位

性があり、高い費用対効果が認められた。機材の現地調達に関しても、技術サポート体制

が確立している点で自立発展性を高める貢献要因となった。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクト開始当初、システム担当のC／ Pは 4名（管理職 2名、実働 2名）の配置の

みで、IPOの平常業務との兼任ということもあり、大きな阻害要因となっていた。しかし、

2002年から IPO職員の増員が始まり、現在では必要な人材が十分に配置されている。平常

業務との兼任という点ではC／ P全般に共通した条件であったが、プロジェクト側は一つ



の作業に 2名の担当者を配置して必ずどちらかが対応できる体制を作るなどして、限られ

たリソースを効果的に活用するよう尽力した。

3－3 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

本件プロジェクトが開始されたあとに、①PCTサブシステム、②旧法サブシステム、③

滞貨処理システムといった 3つの活動が追加された。その変更に伴い国際出願に係る短期

専門家や機材は追加投入されたものの、新たな活動に対応するために必要となる投入及び

実施期間の計画修正が十分に議論された形跡はない。結果的に、プロジェクト側は協力期

間終了へ向けて厳しい時間的制約に晒されている。プロジェクトの実施中に活動項目が追

加される際には、追加投入や協力期間変更の可否を精査したうえで、活動を追加する意思

決定を行うべきであった。

（2）実施プロセスに関すること

システム開発を担当した外注業者に関して、本件プロジェクトではシステム開発が 3つ

のフェーズに分けられていたが、フェーズごとに外注業者の担当者が入れ替わる状況が

あった。そのため、プロジェクト側はフェーズが変わるたびに特許業務の説明を行い、要

求される情報提供が重複する場合もしばしばあった。システム開発を随意契約で進める根

拠の一つには、担当者が一致することでシステム開発の一貫性とクライアント側の特殊業

務への理解を確保できる利点があり、本件プロジェクトで担当者が首尾一貫しなかった点

はマイナスの外部要因としてとらえられる。

C／ P側からは、その他にもシステム開発の外注業者への様々な問題点が指摘されたが、

今回の評価調査では時間的な制約もあり、外注業者からの情報収集は行っていないため、

一方的な見解となりかねない記載は控える。ただし、C／ P側が不満をもっているのは事

実であり、両者の信頼関係に影響した可能性は否定できない。

システム開発の外注管理という点では、契約交渉も外注管理の重要な要素である。しか

し、技術協力の枠組みにおいて、外注業者との契約は JICA現地事務所が締結することに

なっている。そうした枠組みのなかで最大限に技術を移転するという意味で、直接的な関

与はしないまでも契約手続きにオブザーバとしてC／ Pを参加させ、契約交渉から契約書

の確定へ至るプロセスを経ることも貴重な経験になるものと思料される。

3－4 結　論

本調査では、冒頭に述べた理由により最終的に結論を導き出すには至らなかった。しかし本

調査終了後には、PACSYSを複製した研修用システム（PACSYSとは分離・独立したシステム）

を使用してシステム開発業者によるシステム構成の指導や、C／ Pのプログラミング練習を行っ



たことにより、C／ Pが自立して PACSYSの維持・管理・システム開発を行えるだけの技術レ

ベルに到達したとして、予定どおり2003年 5月 16日でプロジェクト終了することで日本・フィ

リピン双方は合意した。

3－5 提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

フィリピン側は提言として以下の内容を記載することを主張した。

C／ Pが PACSYSのプログラム内容を知るために、PACSYSの統合作業においてC／ Pがシス

テム開発業者とともに作業を行うことを JICAは認めるべきである。また、これら作業を行うの

と同時に、PACSYS全体のプログラムやソースコードをC／ Pが知る機会を与えるべきである。

これに対して日本側は、プロジェクト終了までにフィリピン側の要望を実現することはシス

テム開発が大幅に遅れていることもあって、時間的制約が非常に厳しいこと、そもそも日本国

特許庁（JPO）ではプログラミングはもっぱら外注を行っており、また一般的にもプログラミン

グは外注をする方が有利であり、IPOが独自にプログラミングを行うことについての適切な指

導は容易でないことなどを理由に、上記フィリピン側提案の提言には合意しなかった。

3－6 教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄）

合同評価報告書が最終合意に至らなかったという調査結果を考察すると以下の教訓が導き出

される。

本終了時評価ではシステム開発の方法論について、日本・フィリピン双方の認識に隔たりが

あることが明らかとなった。隔たりが生じた原因の一つには、IPO情報システム部署の増員な

ど、IPOにおけるシステム開発の方針の変更があげられるが、相手国側の状況、ニーズを常に

的確に把握し、場合によってはプロジェクト計画を修正するなどの対応が必要である。
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第 1章　終了時評価調査団の派遣

1－1 プロジェクト概要

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府は工業化による経済開発をその重点施策と

しており、その一環として外国からの投資、輸出促進に力を注いでいる。そのための基盤整備と

して、フィリピンにおける特許権や商標権等の権利保護体制の整備を進めるとともに、技術者や

研究者等が簡単にこれら工業所有権に関する情報にアクセスできる環境を整備することが必要と

なっている。

しかしながら、フィリピンにおける特許、実用新案、意匠、商標等の工業所有権行政を所管し

ている知的財産権庁（IPO）では、従来、出願書類を紙で、かつ人力により処理しているために、外

国企業からの工業所有権の権利化にも相当な時間が必要な状況であり、また、外部への情報提供

等も非効率的なものとなっている。

こうした状況下、フィリピン政府は 1997年 9月、我が国に対して IPOにおける事務及び審査の

効率化、並びに工業所有権情報の提供に必要なコンピューターシステムを導入することにより、

IPOの近代化を図ることを目的とするプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

本プロジェクトは 1999年 5月 17日から 4年間の計画で開始され、IPO内事務処理業務近代化に

必要な特許（実用新案及び意匠を含む）行政事務処理システム（PACSYS）の導入を目標として、特

許事務処理業務の効率化に必要なデータベースと処理システムの構築を通じた人材育成に協力し

ている。

具体的には、IPOにおける特許事務処理の業務分析、システムの基本設計、システム開発の外注

管理、システム導入テスト、システムの運用・管理などの技術を専門家がカウンターパート（C／P）

へ指導している。

1－2 調査団派遣の目的

本プロジェクトは協力終了を約半年後に控えており、今回の調査団は、

（1）プロジェクト進捗状況の確認、評価

（2）プロジェクト運営上の提言、教訓の導出

（3）今後のプロジェクト計画に関する協議

等を行って合同評価報告書及び協議議事録（M／M）に取りまとめることを目的とする。
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1－3 調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成

担当分野 氏　名 所　属
団 長 ／ 総 括 武田　慶一 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 特任参事

技術移転計画 壬生　吉秋 経済産業省 特許庁 審査業務部 情報システム課 電子計算機専門職

技 術 評 価 後藤　　晃 （財）日本国際協力センター 開発部 開発業務課 調査研究員

評 価 管 理 川村　健一 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第二課

評 価 分 析 佐々木 亮輔 監査法人トーマツ ODA部 シニアスタッフ

（2）調査期間

平成 14年 11月 24日～ 12月 10日

調査日程及び主要面談者は付属資料 1、2のとおり。
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第 2章　調査結果概要

2－1 調査結果

本調査では合同評価報告書（Joint Evaluation Report）の最終的な合意に至らなかったため、下記

の調査結果は協議を通して暫定的に確認された事項である。

合意できなかった主な理由は、フィリピン側が希望するプロジェクト活動項目と調査団（日本）

側が主張する活動項目の相違である。

具体的に本プロジェクトでは、これまでシステム開発について、外注業者（システム開発業者）

の活用を前提として、そのために発注者として必要な技術の移転を行ってきたが、フィリピン側

はプロジェクト終了後は IPO職員による独自のシステム開発を計画している。そのためプロジェ

クト活動として、システム開発を外注業者とともに行うなどしてシステムの詳細を知る機会が必

要とフィリピン側は主張した。

この相違により、フィリピン側は技術移転が不十分であって何らかの追加措置が必要と主張す

るのに対して、調査団側は現在のプロジェクト計画を実施することによりプロジェクト目標は、

ほぼ達成できる見込みであると主張した。

調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果
1. 評価用プロジェ

クト・デザイン・

マトリックス

（PDM）

2. 評価調査方法

・PDM の改訂は行われてい

ないが、2001年12月の運営

指導調査（中間評価）にお

いて、あいまいであった指

標の解釈が示され、それを

終了時評価において用い

ることがフィリピン側と

合意されている。

・フィリピン側とも協議し、

現行 PDM につき修正（調

整）の必要な点があれば修

正し、評価用PDMとする。

指標については意味を明

確にしたものを用いるこ

とを検討する。

・調査方法の概略（手順）は

以下のとおり。

（1）評価用 PDMを基に評価

グリッドを作成し、調査

項目ごとの情報源を整

理する。なお、主な情報

源は以下のとおり。

・日本人専門家、C／P、関係

機関（質問票（事前に配

布）、インタビュー等によ

り情報収集）

・プロジェクト実施状況を

示す各種資料（プロジェク

ト四半期報告書、調査団報

告書等）

・中間評価の結果に基づい

て評価用PDMを作成した。

・合同評価報告書は最終的

な合意には至らなかった

（詳細は団長報告参照）。

合意に至らなかった点

について双方の主張をそ

れぞれM／Mに記載した。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

3. 計画達成度（計

画実績）の確認

（※モニタリン

グ）

（1）投入実績

・全体実施計画（PO）及び年

次実施計画（APO）に従い

協力を実施している。現時

点での計画達成度は以下

のとおり。

1）日本側

①長期専門家

（内訳、延べ人数）

チーフアドバイザー：2名

調整員：1名

書誌データベース：1名

文献データベース：1名

コンピューターシステム：2名

②短期専門家

延べ 11名

③研修員受入れ

延べ 11名

④機材供与

1億 8,849万 9,000円

⑤ローカルコスト負担等

1,465万 8,000円

（2003年度分245万 1,000円

を含む）

2）フィリピン側

①C／ P要員配置

プロジェクトダイレクター：1名

プロジェクトマネージャー：1名

工業所有権業務：14名

コンピューターシステム：13名

②施設・設備

③ローカルコスト

1,744万ペソ

（2）上記評価グリッドに

沿って情報を入手・整理

し、評価5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパ

クト、自立発展性）の観

点から評価結果を取り

まとめる。

（3）フィリピン側評価調査

団と協議のうえ、合同評

価報告書（英文）を取り

まとめる。

（4）残余協力期間内の協力方

針、その他特記事項につ

いて、フィリピン側と協

議・確認して、必要に応

じM／Mに記載し、フィ

リピン側と合意する。

・既存・収集資料より左記の

点について確認する。

・既存・収集資料より左記の

点について確認する。

・左記について確認しM／M

に記載した。

・左記について確認しM／M

に記載した。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

（2）活動の実施状

況

（3）成果の達成度

④その他

・現行APOに沿い実施されて

いる。現行PDMの活動31項

目のうちには完了している

項目もある（17項目終了）。

・プロジェクトからの報告

によれば、PDM 上の成果

（Outputs）の指標項目のな

かには未達成のものもあ

る。

・左記の点につき、既存資

料・収集資料・ヒアリング

により状況を確認する。ま

た、残余協力期間の活動計

画を確認し、必要に応じて

修正する。

・左記につき、既存資料・収

集資料・ヒアリングにより

状況を確認する。また、残

余協力期間での成果達成

の見通しを確認する。

・これまでの活動実績を確

認し、また今後の活動計画

を協議し、M／Mに記載し

た。

・以下のとおり確認しM／M

に記載した。

成果 0：

プロジェクト開始当初、C／P

の人数は十分ではなかった

が、現在では29名が配置さ

れている。また予算も十分

である。

成果 1：

7 つのフローチャート（現

状）が作成された。

また 4 つの機械化後のフ

ローチャート（改善）が作

成された。

成果 2：

日本側からの供与機材は

質・量ともに適切なもので

あった。

またこれらについて 5つの

マニュアルが作成されて

いる。

成果 3、4：

PACSYSはまだ完成してい

ないため、PACSYSにて処

理されている案件数は確

認できないが、2003年 3月

までにはPACSYSは稼働す

る予定である。

したがって、情報へのアク

セスは受付システムに限

定したものである。

成果 5：

書誌データベースがリ

リースされた際にエンド

ユーザ向けの研修がC／ P

により 1度実施された。ま

た開発業者によるPACSYS

に関する研修も実施され

た。

また 67 のシステムエラー

がみつかり、一部は既に対

処済みである。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果
4．評価 5 項目によ

る評価

（1）妥当性

（Relevance）

（2）有効性

（Effectiveness）

（3）効率性

（Efficiency）

（4）インパクト

（Impact）

1）上位目標

「フィリピンにおいて工業

所有権が早期に正確さを

増して付与される」

2）プロジェクト目標

「IPO において特許事務処

理が促進される」

3）妥当性

中間評価時点（2001 年 12

月）では、「フィリピン側は

特許事務処理の機械化の

重要性を認識している」と

評価されている。

1）プロジェクト目標

「IPO において特許事務処

理が促進される」

2）有効性

中間評価時点（2001 年 12

月）では、「プロジェクト終

了までにはプロジェクト

目標は達成されるであろ

う」と評価されている。

1）「成果（Outputs）」及び「投入

（Inputs）」の達成度につい

ては、上記「3.計画達成度」

を参照。

2）中間評価時点（2001 年 12

月）では、「投入はおおむね

適切に行われている」と評

価されている。

1）上位目標への効果（＝直接

的効果）

プロジェクトの上位目標

は、「フィリピンにおいて

工業所有権が早期に正確

さを増して付与される」で

ある。

・フィリピン側評価チーム

と合同で評価を行う。

・本プロジェクトの上位目

標、プロジェクト目標が受

益者のニーズと合致して

いるか、フィリピンの国家

政策との整合性はあるか、

ODA で実施する必要があ

るかといった「プロジェク

トの正当性」を評価する。

・もし妥当性に欠く点があれ

ばその原因を調査する。

・プロジェクト目標が期待

どおりに達成されるか、そ

れが「成果」の結果もたら

されるものであるかを評

価する。また「成果」から

「プロジェクト目標」への

外部条件の影響もみる。

・上記3の計画達成度の結果

から、協力終了時点での左

記プロジェクト目標達成

見通しを推定する。

・また「成果」から「プロジェ

クト目標」へのつながりを

促進、又は阻害する要因に

ついてもヒアリング等に

より調査する。

・「成果」と「投入」を対比し、

「投入」の規模／内容／タ

イミングが適切であった

かを評価する。

・プロジェクト実施により

もたらされる、より長期

的、間接的効果や波及効果

を評価する。プロジェクト

計画時には予期しなかっ

た正・負のインパクトも含

む。

・フィリピン側評価チーム

と合同で行ったが、最終的

な合意には至らなかった。

・第 3章参照。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果

（5）自立発展性

（Sustainability）

2）間接的効果

現状では経済的、制度的、

社会的、環境的側面等にお

いて顕著なインパクト（負

の側面も含む）はみられて

いない。

3）インパクト

中間評価時点（2001年12月）

では、「プロジェクト終了

の2～3年後にはIPOは工業

所有権の早期に正確さを増

して付与できるであろう」

と評価されている。

中間評価時点（2001 年 12

月）では、「プロジェクト終了

後は IPO自身がシステムの維

持、管理、発展をしていく計

画である」と指摘されてい

る。

・本プロジェクトではシス

テム開発は外注すること

を基本方針としていたが、

IPOはプロジェクト終了後

は独自に行っていく予定

である。その点において本

プロジェクトの活動内容

と IPOのシステム開発計画

とは一部合致していない。

・上位目標が期待どおりに

達成されるか、それがプロ

ジェクト目標が達成され

た結果としてもたらされ

るものなのかを評価する。

・なお、上位目標の達成はプ

ロジェクト終了後、数年を

経て実現できる性質であ

ることに留意する。

・既存資料、収集資料、ヒア

リングにより何らかの間

接的な効果が生じている

かどうか、また将来的にそ

の効果が生じる見通しが

あるかどうかを調査する。

・援助が終了してもプロ

ジェクトで発現した効果

が持続する見込みはある

かを政策的、組織的、財政

的、技術的側面から評価す

る。

・IPOにおけるプロジェクト

への予算措置の優先度に

ついて確認して評価する。

また IPO全体の財政状況に

ついても確認する。

・既存資料、収集資料、ヒア

リングにより現状及び将

来的な見通しについて評

価する。

・中間評価時にもシステム

開発は、外注することをプ

ロジェクトの基本方針と

することを確認している。

再度、プログラムを直接

改変することのリスクを

説明し、外注に出すことを

提案してM／Mに記載す

る。

・今後のシステム開発の計

画、予算措置、人員の確保、

プログラミング技術の修

得計画、外注計画などを確

認し、そのなかでの本プロ

ジェクトの位置づけ、評

価、今後の協力のあり方な

どを協議する。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果
5. 効果発現に貢献

した要因

6. 問題点及び問題

を惹起した要因

7. 教訓・提言

8. 今後の計画

（1）プロジェクト

終了時まで

・プロジェクト終了時点ま

での年次計画が策定・承認

されている。

・プロジェクト途中で追加

した国際出願対応システ

ム、旧法出願対応システム

について、システム本体と

の整合をとるための開発

が追加で必要との打診が

あった（詳細は不明）。

・上記 4 .（4）のインパクト

（Impac t）をもたらすにあ

たって、貢献した要素

（factor）があった場合、その

要因をフィリピン側、日本

側に分けて整理する。

・プロジェクトの目標達成

にあたって問題となった

点があった場合、その問題

点をあげるとともに、それ

を惹起した要因をフィリ

ピン側、日本側に分けて整

理する。

（1）教　訓

・評価調査結果から今後の

他の類似プロジェクト実

施の改善に資する教訓を

抽出する。

（2）提　言

・評価調査結果から残余協

力期間（～2003年5月）のプ

ロジェクト実施の改善に

資する提言を導く。

・同調査結果からプロジェ

クト（IPO）の将来に向けて

の提言を導く。

・左記計画を確認し、微調整

が必要な場合は、フィリピ

ン側とも協議し、M／Mに

記載する。

・第 3章参照。

・第 3章参照。

・フィリピン側は、C／ Pが

システムの詳細（プログラ

ムなど）を知る機会をプロ

ジェクト期間中に設ける

べきであると主張したの

に対し、日本側はそのよう

な余裕は時間的に無理な

こと、そもそもプロジェク

トの活動範囲に含まれて

いないことを理由に意見

が対立し、合意には至らな

かった。

・第 4章参照。

・システム開発は現段階で約

7 か月の遅れがあるが、

2003年 3月末までにはすべ

て終了する予定である。そ

して同年 4月以降は、シス

テムを実業務へ適用し、そ

の際の管理・運用技術を指

導する予定である。

・現在はフェーズ1～3まです

べての開発は終了し、統合

された全システムを通した

システムテストを行ってい

る。この過程において約70

の仕様変更の必要性が認め

られた。

仕様変更は今後も様々な

ものが出てくると予想され、

プロジェクト終了後は IPO

自身による対応が必要であ

るが、現段階ではこの点は

日本側としても必要な予算

措置を取る必要がある。
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調査項目 現状（及び問題点） 対処方針 調査結果
（2）延長又はフォ

ローアップの

必要性

9. その他

・プロジェクトの進捗に大

きな問題は生じておらず、

協力期間終了までに当初

計画の技術移転は終了す

る見込みである。

・IPO側は今後、電子出願シ

ステム、特許情報電子図書

館などの開発を検討して

おり、それらに係る専門家

派遣を希望している。

・協力終了時点での目標達

成度、フィリピン側のニー

ズ、日本側の支援体制・予

算措置を勘案し、協力の延

長（又はフォローアップ）

の要否を判断する。

・IPOではコンピューターシ

ステム部署の職員を増員

している。また本プロジェ

クトでは活動の一環とし

て、プロジェクト終了後を

見込んでコンピューター技

術の研修を現地にてC／ P

に受講させている。した

がって、まずは IPO自身の

努力に期待することとし、

当面フォローアップは行

わない。プロジェクト終了

後の IPOにおけるシステム

運用状況に応じて、必要で

あれば別途専門家の派遣

を検討する。

・プロジェクト終了時点で

の技術移転の達成見込み

について、日本側は達成す

る見込みと認識している

のに対してフィリピン側

は不十分と考えている。

フィリピン側の要望は

プロジェクト期間中（シス

テム開発段階）での追加の

措置であるが、これは時間

的にかなり難しい状況で

ある。

・今回の調査では延長・フォ

ローアップはフィリピン

側との議題には出ていな

いが、このままでは本プロ

ジェクトにて開発したシ

ステムがプロジェクト終

了後に有効に活用されな

いおそれもあり、この点は

慎重にモニタリングする

必要がある。

・技術移転の達成度につい

ては、日本・フィリピン双

方で大きな隔たりがある。

この隔たりを埋めるため

にも、プロジェクト終了ま

でに運営指導調査団の派

遣を検討する。
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第 3章　評価結果

3－1 5項目評価結果概要*

3－ 1－ 1 妥当性

現在フィリピンでは知的財産権の保護と施行の強化をめざすとともに、行政サービスへの迅

速かつ容易なアクセスの実現を念頭にした電子政府政策を重要視しており、本件プロジェクト

はフィリピンの国家計画と整合性があるといえる。また、PCTに係るプロジェクト活動の追加

は、フィリピンの特許行政が国際的な枠組みに適応するために妥当な選択であり、時宜を得た

協力であった。

3－ 1－ 2 有効性

プロジェクト目標レベルにおける成果は2つに分類することができる。1つは、専門家の技術

移転によってC／ Pが向上させた能力であり、2つ目は、PACSYSの開発である。この2つの成

果が両方達成されることが、プロジェクト目標である特許行政の効率化に寄与すると考えられ

る。前者に関して、専門家及び外注システム開発者との共同作業により、C／ Pはシステム開発

に必要な管理・技術能力を身に付けている。また、必要な文書化や報告系統を含めたシステム

の内部管理構造も系統的に整備された。一方 PACSYSの開発については、まだ調整作業中の段

階にあり、現時点でシステム全体の一部分しか利用できない状況にある。重大な欠陥が効率的

に修正されれば、PACSYSはプロジェクト終了までに 100％利用可能になる見込みである。

3－ 1－ 3 効率性

プロジェクトへの投入は全体を通じて効率的に活用されており、質・量・タイミングなど投

入に係る諸条件もおおむね適切であった。当初C／Pは量的に不足していたが、今ではプロジェ

クト実施を進めるうえで必要な人員が確保されている。また、研修や機材供与において、現地

調達方式が効果的に採用された点も高く評価できる。しかし、外注システム開発者に起因する

問題（外部要因）がプロジェクトの効率性にマイナスに影響したのも事実である。

* この評価分析結果は、技術移転項目として外注管理技術を前提に作成されており、今回の合同評価委員会で

フィリピン側が、主張した自立システム管理技術を前提とした場合は、評価内容にも大幅な変更が必要になる

ものである。
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3－ 1－ 4 インパクト

現時点で PACSYSは完全に利用可能ではないため、そのインパクトを明確に確認することは

できない。しかし、PACSYSの完全稼働までにエラーが修正され、システムの機能が確約され

れば、特許手続き状況のモニタリングの効率化、特許出願の手続き時間の短縮化などが達成さ

れる見込みである。さらに、これまで文書管理に要した時間も削減され、公報もより頻繁に発

行されるものと見込まれる。

3－ 1－ 5 自立発展性

知的財産権の保護における IPOの役割は、今後も引き続き政府内で重要視されるものと見込

まれる。また、IPOは特許関連業務で得た収入を独自予算として配分する権利があり、プロジェ

クト終了後も財務的自立発展性は見込める。技術的側面に関して、C／ Pは PACSYSを運用す

る能力を有し、必要書類の管理や人員配置を含めた内部管理体制も系統的に整備されている。

3－2 阻害・貢献要因の総合的検証

3－ 2－ 1 計画内容に関するもの

（1）貢献要因

本件プロジェクトでは、システム開発・機材供与・研修実施において、現地のリソース

が積極的に活用された。研修においては、本邦研修に比べてコスト面及び言語面で比較優

位性があり、高い費用対効果が認められた。機材の現地調達に関しても、技術サポート体

制が確立している点で自立発展性を高める貢献要因となった。

（2）阻害要因

本件プロジェクトが開始されたあとに、① PCTサブシステム、②旧法サブシステム、③

滞貨処理システムといった 3つの活動が追加された。その変更に伴い、国際出願に係る短

期専門家や機材は追加投入されたものの、新たな活動に対応するために必要となる投入及

び実施期間の計画修正が十分に議論された形跡はない。結果的に、プロジェクト側は、協

力期間終了へ向けて厳しい時間的制約にさらされている。プロジェクトの実施中に活動項

目が追加される際には、追加投入や協力期間変更の可否を精査したうえで、活動を追加す

る意思決定を行うべきであった。

3－ 2－ 2 実施プロセスに関するもの

（1）貢献要因

プロジェクト開始当初、システム担当のC／ Pは 4名（管理職 2名、実働 2名）の配置の
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みで、IPOの平常業務との兼任ということもあり、大きな阻害要因となっていた。しかし、

2002年から IPO職員の増員が始まり、現在では必要な人材が十分に配置されている。平常

業務との兼任という点では、C／P全般に共通した条件であったが、プロジェクト側は一つ

の作業に 2名の担当者を配置して必ずどちらかが対応できる体制をつくるなどして、限ら

れたリソースを効果的に活用するよう尽力した。

（2）阻害要因

システム開発を担当した外注業者に関して、本件プロジェクトではシステム開発が 3つ

のフェーズに分けられていたが、フェーズごとに外注業者の担当者が入れ替わる状況が

あった。そのため、プロジェクト側はフェーズが変わるたびに特許業務の説明を行い、要

求される情報提供が重複する場合もしばしばあった。システム開発を随意契約で進める根

拠の一つには、担当者が一致することでシステム開発の一貫性とクライアント側の特殊業

務への理解を確保できる利点があり、本件プロジェクトで担当者が首尾一貫しなかった点

はマイナスの外部要因としてとらえられる。

C／ P側からは、そのほかにもシステム開発の外注業者への様々な問題点が指摘された

が、今回の評価調査では時間的な制約もあり、外注業者からの情報収集は行っていないた

め、一方的な見解となりかねない記載は控える。ただし、C／ P側が不満をもっているのは

事実であり、両者の信頼関係に影響した可能性は否定できない。

システム開発の外注管理という点では、契約交渉も外注管理の重要な要素である。しか

し、技術協力の枠組みにおいて、外注業者との契約は JICA現地事務所が締結することに

なっている。そうした枠組みのなかで最大限に技術を移転するという意味で、直接的な関

与はしないまでも契約手続きにオブザーバとしてC／ Pを参加させ、契約交渉から契約書

の確定へ至るプロセスを経ることも貴重な経験になるものと思料される。
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1.1. 上位目標とプ

ロジェクト目

標の妥当性

1.2. 協力計画の適

切性

（1）中期開発計画との整合性

 • 2001年から 2004年までのフィリピン中期開発計画は、以下の4項目から
構成されている（①自由な企業体を元にした公平な成長によるマクロ経

済の安定、②社会的公平性を伴う農水産業の近代化、③包括的な人間開

発及び弱者の保護、④よい統治と法律の施行）。知的財産権に関する政

策として、当該計画では、情報通信技術（ICT）セクターの強化を行うた

めに知的財産権の保護が不可欠であると指摘すると同時に、効率的かつ

国際的な競争に耐え得る法制度的なビジネス環境を整備するために、政

府は IPOの強化を通じて、検察官など司法体系の人材強化もめざすとし

ている。本件プロジェクトは、システム化を通じて工業所有権の行政プ

ロセスを効率化し、審査の正確性を向上する目的があり、フィリピン中

期開発計画と整合性があるといえる。

（2）特許行政との整合性

 • フィリピン政府は、行政サービスと情報への迅速、かつ容易なアクセス
を目標とする行政の電子化をめざし、ICTに関する政策をいくつか打ち

出している。同様に IPOは情報システム戦略計画（ISSP 2000-2004）を設

定している。そのなかには、知的財産権行政システムの稼働、知的財産

権検索システム、滞貨処理と生産性向上、知的財産権施行システム、近

代化プログラム、関係機関との連携、情報発信プログラム、情報公開シ

ステム、教育訓練などが含まれる。本件プロジェクトの成果の一つであ

る PACSYSも ISSPにおける IPOの情報システム体系の重要な一角とし

て位置づけられており、ISSPの目標達成に大きく寄与するものである。

この点で、本件プロジェクトは、IPOにとって時宜を得た協力であった

といえる。

（3）国別援助計画との整合性

 • 平成12年 8月に策定されたフィリピン国別援助計画では、以下の5分野
が重点分野として定められている。①持続的成長のための経済体質の強

化及び制約要因の克服、②格差の是正、③環境保全と防災、④人材育成

及び制度づくり。海外直接投資と国内産業との連関を高める点で、知的

財産権制度に係る環境整備は重要な要因と考えられ、本プロジェクトは

重点分野①との整合性が保たれている。

（4）上位目標とプロジェクト目標の整合性

 • PACSYSは、迅速かつ正確な特許行政をめざすビジネスツールである点
で、上位目標とプロジェクト目標に整合性はあり、実際の活動を反映し

た内容になっている。

（1）協力計画策定過程の適切性

 • プロジェクトの活動計画について、プロジェクト実施に必要な議題は、
事前に双方へ通知されるとともに、専門家及びC／P側の双方の合意に

基づいて決定されており、適切な過程を経ている。

Annex 2 （1）

3－3 5項目評価結果詳細*

3－ 3－ 1 妥当性

評価項目 調査結果 参　照

* この評価分析結果は、技術移転項目として外注管理技術を前提に作成されており、今回の合同評価委員会で

フィリピン側が、主張した自立システム管理技術を前提とした場合は、評価内容にも大幅な変更が必要になる

ものである。
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（2）協力計画変更の妥当性

 • 本件プロジェクトの実施中に以下の活動が追加された（①PCTサブシス
テム、②旧法サブシステム、③滞貨処理システム）。その追加に伴って、

国際出願手続き及びシステムに係る短期専門家が追加投入された。特に

PCTと旧法のシステムについては、更新料管理システムも含まれるた

め、IPOにおける需要を満たす妥当な計画修正であった。滞貨処理シス

テムについては、1998 年から 2000 年 11 月までの特許出願データを

PACSYSに入力するために必要な措置であった。

 • 一方、プロジェクトは、追加された 3項目を計画期間内で作業が完了す
るように所期のスケジュールを修正する必要に迫られた。結果的に、プ

ロジェクトは、現在大きな時間的制約にさらされており、なかには綿密

性を欠く活動も一部見受けられた。この点では、新たに 3項目の活動が

追加されたにもかかわらず、プロジェクト期間又は投入の増加などを変

更させる議論が十分に行われていなかったように見受けられ、追加が決

定した時点でより包括的な方向修正が検討されるべきであった。

（3）日本の援助の比較優位性

 • 専門家派遣・機材供与・研修がパッケージとなったプロジェクト方式技
術協力について、特に人材育成において有効な援助形態であるとして

C／ Pは高く評価している。

 • フィリピンはPCTに新たに加盟し、これまでに国際出願の経験はなかっ
たため、実際の経験の例示を含めた日本国特許庁（JPO）による国際出願

に係る技術移転は、IPO 職員の知見を広げる意味で非常に有益であっ

た。

 • その他、特に妥当性を欠く要因は見受けられなかった。1.3. 妥当性を欠い

た要因
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3－ 3－ 2 有効性

評価項目 調査結果 参　照
2.1. 成果の達成状

況

（1）組織体制の整備

 • プロジェクトオペレーションユニットはシステムを担当するMIS-EDP
局と業務を担当するアドミンC／ Pから構成されており、その仕組みは

適切であった。特に、アドミンC／PはMIS-EDP局のC／Pとの共同作

業で、エンドユーザが必要とするシステム仕様をシステム設計に反映

させる能力を身に付けている。つまり、MIS-EDP局のC／Pとアドミン

C／ Pは能力的に相互補完関係にあり、PACSYSを完成させるために有

機的に協力することができた。2002年から IPO職員が増員されたこと

で、現段階でC／ Pの人的資源も必要な活動を遂行するために十分確保

されている。

（2）機材の管理状況

 • 必要な機材は適切に調達され、IPOに配置されている。エラー発生報告
（FOR）の提出手続きはMIS-EDP局の監督の下、適切に管理されている。

また、エンドユーザが技術的な問題に直面した際に対応できる人材も

MIS-EDP局内に配置されている。同様に、運用維持管理部は日本側から

供与されたハードウェアの管理担当部署としての責務を果たしている。

 • 機材は本邦調達せずに現地調達された。現地調達の長所を生かして、
C ／ P はディーラーからいつでも技術サポートを受けられる状態にあ

る。全般的に、機材は効率的に使用され、適切に管理されている。

（3）業務分析能力の向上

 • 専門家との協力の下、C／ Pは行政手続き及び特許業務を理解しやすい
ように図式化する十分な能力を身に付けた。特に、PCT手続きについて

は実務的な経験がなかったものの、必要な手続きを想定しながら業務分

析を完了した点は高く評価できる。

（4）書誌DBの運用

 • 書誌DBの開発は完了しており、2000年 11月に最初の運用が開始された。
現在は、システムの一部が利用可能であり、主に特許出願の受付業務と

方式審査業務で活用されている。システム障害がしばしば見つかると同

時に、エンドユーザからの仕様変更要求も出ているため、システムの完

全な運用が始まるのは2003年 3月になるものと見込まれている。また、

出願受付から特許権の発行へ至る特許手続きが、完了するには数年を要

するため、システムの最終段階での実データによる操作確認はプロジェ

クト期間中にはできないため、テストデータによる確認にとどまる。

（5）文献DBの運用

 • 文献DBの開発は終了しているものの、エラーの修正や仕様変更要求が
あるため、実際の運用はまだ始まっていない。特に、プロジェクト実施

途中で 3つの新たな活動が追加されたことも影響して、運用までの日程

は非常に詰まっている。したがって、プロジェクト終了までにPACSYS

全体が運用体制に入るかどうかは、重大なエラーの修正と仕様変更要求

への対処が、効果的かつ迅速に行われるか否かにかかっている。

（6）システムの全体的管理

 • プロジェクト実施の全体を通して、専門家はC／ Pに対して独自システ
ム開発を想定しないプロジェクトマネージメント技術（外注管理）を移

転してきた。外注管理に特化して、C／ Pは専門家と外注開発者との共

同作業によりシステム開発を進める管理方法・専門性を培い、その結果

十分な能力を身に付けた。また、内部管理としても、必要な文書管理と

人材配置を伴う適切な体制を整備することができた。

Annex 15

Annex 8
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（1）プロジェクトの貢献度
 • 本件プロジェクトは、システム化によって特許行政を効率化することを
めざしている。当該分野について、他ドナーによる援助は提供されてお

らず、本件プロジェクトの成果はJICAの協力に起因するところが大きい。

 • 一方、欧州特許庁（EPO）は IPOにおける審査の標準化をめざして IPO特
許審査マニュアルを整備する支援を提供した実績がある。当該マニュア

ルは、出願者と弁理士が審判請求手続きを行う際にも役立ち、フィリピ

ンの特許行政が国際的な基準を満たすよう配慮されている。審査能力の

維持は本件プロジェクトの外部条件でもあるため、EPOの協力は本件プ

ロジェクト目標の達成にも多少関係したことになる。

（2）行政手続きの効率化

 • 本件プロジェクトのプロジェクト目標レベルの成果は大きく2つに分け
ることができる。1つは PACSYSの完成であり、もう 1つは完成したシ

ステムの運用を通じた特許行政の効率化である。したがって、PACSYS

全体が完全に運用されるようになれば、特許に係る手続きが大幅に効率

化されるものと見込まれている。しかし、現段階ではPACSYSの一部し

か利用可能ではないため、効率化の成果も非常に限られ、出願の受付で

活用されているのが主となっている。

 • また、時間的な制約もあってエンドユーザに対するPACSYSの利用促進
活動が十分に行われていないため、内部研修の更なる開催などエンド

ユーザへの働きかけが必要である。

（1）外部条件の状況など

 • 現時点で外部条件の影響は特に見受けられない。IPOの所管が工業貿易
省（DTI）から大統領府へ移管されたが、本件プロジェクトに直接的な影

響はなかった。

2.2. プロジェクト
目標の達成状

況

2.3. 成 果 が プ ロ

ジェクト目標

の達成につな

がるのを阻害

した要因

Annex 2（2）

Annex 2（2）
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評価項目 調査結果 参　照

3－ 3－ 3 効率性

3.1. 投入の質・量・

タイミングの

妥当性

3.2. モニタリング

方法

3.3. プロジェクト

の支援体制

（1）専門家派遣

 • 専門家派遣に関する量・質・期間・タイミング等の諸条件は、おおむね
適切であった。しかし、所期の計画に加えて、実施期間中に追加された

活動項目についても派遣中の長期専門家が監督せざるを得ない状況とな

り、作業負荷が大きくなったため、特に国際特許に係る長期専門家が1名

配置されたならば、より効率的にプロジェクトが運営できたものと思料

される。

（2）機材供与

 • 概して、IPOの技術の近代化を図るために、供与された機材は効果的に
活用されている。今回現地調達が採用された点も、利用可能な投入を最

大限に活用する意味で重要な要素であった。

（3）研修員受入れ・現地研修

 • 研修内容・派遣のタイミング・研修員の人数など研修に係る諸条件はお
おむね良好であった。また、C／P研修においても現地研修が活用され、

システム管理の能力を向上するために必要な研修が提供された。特に現

地研修は費用対効果が高いと評価できる。

（4）日本側ローカルコスト負担

 • 日本側はプロジェクト実施に必要な項目に関して適切なローカルコスト
負担を行った。

（5）C／ P配置

 • 現段階ではプロジェクトを効率的に実施するために必要な十分なC／ P
が配置されているが、プロジェクト開始当初はMIS-EDP局のC／Pが4名

（実働 2名）しか配置されていなかった問題があった。

 • また、現在のC／ Pも平常業務とプロジェクトを兼任しているため、平
常業務が優先されてしまう場合もあった。プロジェクトでは、C／ Pが

兼任である障害を克服するために、一つの作業に担当者を2名ずつ配置

するなど配慮して効率的な管理を行った。

（6）建物・施設の機能

 • プロジェクト前半で対応が遅れることがあったものの、プロジェクト実
施に必要な施設等は適切に配分された。

（7）予算配分

 • フィリピン側はプロジェクト実施に必要な予算をおおむね適切に配分し
た。

（1）定期モニタリング結果の活用

 • 専門家及びC／Pの共同作業によって、プロジェクトは定期的にモニタ
リングされ、モニタリング結果は、APOに基づいて主に活動の進捗状況

を把握するために活用されてきた。モニタリングのフィードバックは日

本側・フィリピン側の双方にもたらされ、実際の進捗状況に基づいてス

ケジュールを修正するために効果的に反映された。

（1）国内委員会の機能

 • プロジェクトの実施途中で日本特許情報機構（JAPIO）が務めた事務局は
JICAへ移管された。実質的にはJPOが専門家の確保や研修実施に必要な

協力を提供しており、国内委員会の実質的なあり方や運営方法について

は見直す余地があった。

Annex 7

Annex 8

Annex 9

（1）&（2）

Annex 11 & 12

Annex 13

Annex 14
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（2）合同調整委員会の機能
 • 合同調整員会は、調査団派遣時のM／Mの署名を除いて、定期的に開
催されなかった。特に本件プロジェクトは省庁レベルでの協力であり、

IPOには政府内での役割が明確に規定されているため、合同調整委員会

を開催して他省庁と政策レベルの調整を図る必要が必ずしもなかったと

思料される。

（3）調査団・短専派遣時の協議結果の活用

 • 調査団あるいは短期専門家による提言は、プロジェクト側で精査され、
必要な項目はプロジェクト活動に反映された。

 • プロジェクトが現在直面している時間的制約等を勘案すると、中間評価
調査団はプロジェクト開始から 2年目の時点で時宜を得た派遣を行い、

プロジェクト活動の方向修正を十分に検討すべきであったと思料され

る。

（1）連携セミナーとの関係

 • 連携セミナーには、ASEAN諸国で知的財産権を担当する政府関係者が
招かれ、IPOにおけるシステム化による特許行政の効率化事例が紹介さ

れた。連携セミナーは知的財産権担当者の知識の向上に貢献しただけで

なく、本件プロジェクトの広報という意味でも成果があったといえる。

（1）貢献要因

 • 機材調達及び研修での現地資源の活用。
 • IPO職員の増員。
（2） 阻害要因

 • プロジェクト内容の不十分な理解に起因する、迅速かつ効果的なシステ
ムエラーへの対応の遅れ。

 • 外注開発業者の担当者の頻繁な入れ替わりと十分な引き継ぎの欠如。

3.4. 他機関との連

携

3.5. 効率性に影響

を 与 え た 貢

献・阻害要因

Annex 10
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3－ 3－ 4 インパクト

評価項目 調査結果 参　照
4.1. 直接的効果

（プロジェク

ト 目 標 レ ベ

ル）

4.2. 間接的効果

（上位目標レ

ベル）

4.3. インパクトの

発現度合いを

阻害した要因

（1）意図されたインパクト

 • PACSYSは現時点で完全に運用されていないため、プロジェクトの直接
的な効果も限られている。しかし、将来的にエラーが修正されて

PACSYSの機能が確保されれば、システム化された業務については、手

続き時間が短縮化される見込みである。また、これまで書類の管理にか

けられてきた労力についてもデータベース化が実現することにより、時

間短縮される見込みである。特に出願の受付・JPOにおける行政手続き・

料金徴収管理・公報の発行において、プロジェクトの効果が発現される

と予測される。さらに、PACSYSは出願状況のモニタリングを可能にし、

出願者から問い合わせがあった際に迅速に回答できる環境が整備され

る。

（2）意図されなかったインパクト

 • 現時点で、意図されなかったインパクトは特に見受けられなかった。
（1）出願件数の状況

 • 最近の出願件数の動向として、2002年の特許の出願件数が急激に減少し
ている。フィリピンの PCTへの加盟に伴い国際出願が可能となったた

め、国際出願を経ている件数が含まれていない背景がある。統計データ

は以下のとおりである。

1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

特　許 3,443 3,361 3,636 2,613 800

実用新案 633 647 572 458 510

意　匠 726 777 819 713 701

出所：IPO（2002年 11月 25日時点）

（2）審査の正確性向上

 • PACSYSは現時点で完全に運用されていないため、審査の正確性の向上
についても明確な変化はまだ見受けられない。しかし、PACSYSを利用

することで出願データの共有が可能となり、データの検索も容易になる

ため、人的ミスによる障害を最小限に食い止められる将来的な見込みは

ある。

（3）上位目標以外の間接的インパクト

 • 以前 IPO公報は 2か月に 1回発行されてきたが、供与されたスキャナー
を利用して公報発行は 1か月に 2回に増えた。PACSYSが完成すると編

集作業も簡略化されるため、公報も週に 1～ 2回は発行できるようにな

ると見込まれている。

 • PACSYSの有効性を発現するには、エンドユーザにシステムを積極的に
活用してもらう必要がある。したがって、PACSYSが完成した際にはエ

ンドユーザの利用促進を図る必要がある。
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評価項目 調査結果 参　照

3－ 3－ 5 自立発展性

5.1. 組織制度的側

面

5.2. 財務的側面

5.3. 技術的側面

（1）実施機関の政策的役割

 • IPOはフィリピン知的財産法（Republic Act 8293）で規定された政策の実
行管理を行う機関として設立され、2001年 10月にはDTIから大統領府

へ移管された。また、世界貿易機関（WTO）の知的財産権の貿易関連の

側面に関する協定（TRIPS）や PCTの加盟等に伴い、より強化された知的

財産権の保護と施行へのフィリピン国内での需要は高まりつつあり、そ

うした国際的な貿易投資環境の整備に向けて IPOへの期待も大きい。

（2）実施機関の運営管理体制

 • フィリピン政府が掲げる電子政府政策の基準を満たすために、IPO は
ISSPを実行している。そのなかで整備されるシステムには、以下の項目

が含まれている。PACSYS、特許及び商標向け知的財産電子図書館、商

標電子出願管理システム、知的財産法情報及び施行システム、情報発信

システム、特許及び商標向けオンラインファイリングシステム、IPOイ

ンターネットシステム、その他業務管理システム。当該計画は2004年ま

で有効であるが、計画の80％は 2003年中に完了する予定となっている。

（1）財務的持続性

 • フィリピン知的財産法では、IPOが得た料金収入を国庫に収めず自らの
運営に使用できる特別会計制度を規定している。下記のとおり、IPOに

は確固たる収入基盤があるため、プロジェクト終了後も財務的持続性は

確保できるものと見込まれる。

1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

Personnel Service 17,884 25,381 31,810 30,897 39,374

O & M expenses 13,883 18,466 39,466 41,337 42,341

Capital Equip Outlay 616 957 5,000 0 0

Total Allocation 32,383 44,804 76,276 72,234 81,715

Fees Collected 73,316 72,315 80,373 109,552 126441

出所：IPO（単位：1,000ペソ）

（2）公的な財源補助

 • 現時点で、IPOは独自収入に加えて政府からの補助金も受けている。し
かし、IPO長官が独自収入のみで特許業務を遂行できると判断した時点

で、独立行政法人に移行する予定となっている。

（1）MIS-EDP局の技術能力

 • 外注管理を前提として、C／ Pは専門家と外注開発者との共同作業でシ
ステム開発を進める十分な管理及び専門的能力を身に付けた。また、必

要な文書管理及びFOR・質問票・連絡票など適切なレポーティングシス

テムを伴う内部管理体制も整備されている。2002年から IPO職員の増員

が図られたことで、PACSYSの運用を促進するに足る人的資源も確保さ

れている。

（2）人材の配置

 • フィリピンの予算管理省（DBM）は IPOから提出された15名の管理職に加
えて459名の職員を将来的に雇用する計画を1999年に承認した。1999年

から現在に至るまで、IPO職員は154名から 305名にまで増員されてきて

おり、その計画の達成をめざしている。現時点で、C ／ P は継続的に

PACSYSの運用を担当する見込みである。しかし、フィリピン国内では情

報技術に関係する人材の転職率が非常に高いのも事実である。

Annex 15

Annex 11 & 12
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第 4章　提言・教訓

4－1 提　言

フィリピン側は提言として以下の内容を記載することを主張した。

・システムについて勉強できるように、更には既にある改造要求や統合作業を通して発見され

る改造要求を修正することが容易となるように、また最終的にはPACSYSの保守が行えるよ

うになるために、PACSYSの統合を行っている現段階でシステム開発業者の作業にC／Pが

同席することを JICAが許可することが強く提言される。

・更には、現在の統合作業及び改造要求の修正作業を行っている間に、PACSYSの全フェー

ズについての技術情報を含むプログラム又はソースコードに触れることをC／ Pが許され

ることが提言される。関連するすべての技術情報を含むソースコードの IPOへの引き渡し

は統合作業が終わったあとである。

これに対して日本側は、プロジェクト終了までにフィリピン側の要望を実現することはシステ

ム開発が大幅に遅れていることもあって、時間的制約が非常に厳しいこと、そもそも JPOではプ

ログラミングはもっぱら外注を行っており、また一般的にもプログラミングは外注をする方が有

利であり、IPOが独自にプログラミングを行うことについての適切な指導は容易でないことなど

を理由に、上記フィリピン側提案の提言には合意しなかった。

4－2 教　訓

合同評価報告書が最終合意に至らなかったという調査結果を考察すると以下の教訓が導き出さ

れる。

・本終了時評価では、システム開発の方法論について日本・フィリピン双方の認識に隔たり

があることが明らかとなった。隔たりが生じた原因の一つには IPO情報システム部署の増

員など、IPOにおけるシステム開発の方針の変更があげられるが、相手国側の状況、ニーズ

を常に的確に把握し、場合によってはプロジェクト計画を修正するなどの対応が必要であ

る。
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第 5章　団員所見

5－1 技術移転計画

5－ 1－ 1 技術移転計画の策定

本プロジェクトは、特許事務処理の機械化を通じて特許事務処理運用の標準化及び手続きの

透明性を確保し、事務処理の促進を図ることを目標としている。そのため、①プロジェクトの

組織・運営体制の整備、②特許事務処理の現状分析・改善策の提示ができる人材の育成、③適

切な機材の導入、維持・管理、④書誌データベースの構築と活用、⑤文献データベースの構築

と活用、⑥特許事務処理システムの運用ができる人材の育成、をその成果としている。この成

果を達成するために、PDMの活動計画に基づいて、毎年度具体的なAPOを策定し、C／ Pを含

めたプロジェクト全体会議のなかで、合意を得て専門家による技術移転が進められてきた。

また、プロジェクトの後期に、3つのシステム開発が追加されたが、PDMの追加・修正は行

わなかった。これは、システム開発が技術移転の手段として位置づけられているため、技術移

転項目自体の変更を必要としなかったためである。

5－ 1－ 2 技術移転及びシステム開発の進捗状況

当初計画と比べてプロジェクトの活動計画の実施状況には遅れがみられるものの、現在の計

画が今後予定どおり実施されれば、プロジェクト期間内に全活動が終了できると思量する。主

な遅れの原因はシステム開発作業が遅れているためであるが、予定されたシステム開発はほぼ

終了しており、現在はシステムインテグレーション作業及びシステム改造作業を実施中である。

現在の計画は相当タイトなスケジュールであるが、残されたこれらの作業を完了し、全システ

ムを 2003年 3月末にリリースすることは無理な計画ではないと判断する。システム開発の遅れ

の原因は、3つのシステム（PCTシステム、旧法システム、バックログデータ入力システム）が

追加されたこと、開発業者と IPOの連携が不十分であったこと等であると考える。

また、技術移転の進捗状況については、PDMで計画した活動のうち、システムの開発、運用

に係る技術及び外注管理技術の移転をほぼ完了し、現在リリース後の障害管理、変更管理の技

術を移転中である。さらに、システムのリリース後はそれらのシステムの稼働・利用状況の評

価、指標の収集、総合メンテナンス計画の立案に関する技術を移転する予定である。これらに

ついても、開発したシステムの運用が予定どおり開始されれば、プロジェクト期間内に完了す

るものと思われる。

プロジェクト開始当初は十分なC／Pが配置されず、専任のC／Pを要請したこともあったが、

後期にはC／ Pが増員され、現在は十分な体制となっている。また、後期に配置されたC／Pへ
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の技術移転も順調に進んでいることもインタビュー等を通じて確認した。

現在の特許事務処理システムの利用は、受付業務、料金徴収業務、方式審査業務、照会業務

等にとどまっており、開発したすべての機能を実際の業務のなかで利用するまでには至ってい

ない。これは、プロジェクトの対象範囲を 1998年に施行した新法以降としたため、実際の事務

処理がシステムを利用するところまで進んでいないためである。今後、旧法システムが稼働し

て必要なデータの蓄積が進めば、順次利用されることが期待される。そのため既にバックログ

データ蓄積のための人員配置は計画されている。

5－ 1－ 3 技術移転手法と評価

技術移転は、OJT方式を中心に実施されている。システム開発工程における技術移転は、業

務分析・計画・設計・テスト・移行・運用・評価を繰り返して行われるため、すべてを講義や

セミナー形式で実施することは困難である。そのため、一般理論は講義で行い、特許事務処理

業務の分析等の技術はOJT方式で指導するという方法は、妥当な技術移転手法であると思量す

る。C／ Pへの指導記録や成果物から判断して技術移転は的確に実施されたと判断できるが、こ

れら移転された技術の達成度を定量的に把握し、評価することは難しい。その点で、この種の

プロジェクトのモニタリング評価については、更なる改善が望まれる。なお、2003年度から採

用されたモニタリング報告、四半期報告に替わるプロジェクト実施運営総括表では、プロジェ

クトの活動状況が把握しにくい点を指摘しておく。

また、人材育成の観点から研修（現地研修・本邦研修）の成果をどうのように技術移転に結び

付けたかを調査したが、この点でも必要な時期に必要な研修が実施されたと判断できる。強い

て指摘すれば、技術移転計画と研修計画をリンクさせた明確な人材育成計画の立案が望まれた。

短期専門家は、システム分析、文献DB構築、システムマネージメント、業務管理、公報業務、

PCT、システム運用の分野で適宜投入され、C／ Pへの技術移転の成果に結びついている。

こうした技術移転の結果、システム開発に関するC／Pの技術レベルは当初目標を達成し、日

常のシステムの運用と外注によるシステム維持管理を的確に行う能力は備わったものと判断で

きる。

5－ 1－ 4 中間評価での指摘事項

2002年に実施された中間評価調査において指摘された「協力期間中に対応すべき課題」の達成

状況について、以下のとおり確認した。

① 性能試験の実施は、最終的に全システムがリリースされる 2004年 3月までのアクセプタ

ンステストのなかで実施されるスケジュールとなっている。

② 実データによる試験は、フェーズ1からフェーズ3の各システム稼働前の運用テストのな
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かで実施された。

③ 障害管理体制の整備については、障害管理手順を定めたマニュアルがハードウェア、ソ

フトウェアともに既に作成されており、管理体制についてもC／Pに案を提示して現在、改

訂作業中である。

④ データベースの維持管理については、C／ Pが日常のバックアップ業務を実施しており、

また、障害時のリカバリ技術の指導も終了し、C／ P自らがマスタ回復作業ができるとのこ

とである。

⑤ 関連部署間の連絡調整については、プロジェクトの全体会議や専門家、C／Pと開発業者

の会議が定例化されており、中間評価時で問題となった法改正時の情報提供の遅れによる

プロジェクト活動への影響のような事象はその後発生していない。

⑥ 設計書及びソースプログラムの納品については、2003年度の契約のなかで明記されてお

り、フェーズ 1及び 2のシステムも含めて納品されることになっている。

⑦ サーバ及び基本ソフトの保守契約については、サーバを含めたハードウェアの部品保証

が3年間となっており、2004年早々に切れる予定である。そのため、IPO側に保守契約の継

続を要請した。

5－ 1－ 5 今後の課題

システムのセキュリティ確保については、度々短期専門家から指摘されていたが、停電対策、

事故時の連絡・復旧体制、データバックアップ・リカバリ手順及びバックアップデータ作成に

ついては既に技術移転が実施され、実運用されている。しかし、サーバ室の入退室管理、デー

タの外部保管、ネットワークセキュリティ、パスワード管理、未公開文献データのコピー防止

等についてはまだ解決されていないため、今後の自立発展を確実なものにするうえで、これら

技術の移転が重要な課題である。

合同評価協議において IPOから要請された 2項目の新たな技術移転は、プロジェクトの対象

範囲外であり、かつ今後の技術移転スケジュールと照らし合わせてプロジェクト期間内での実

施は時間的に不可能であると判断する。また、仮にプロジェクト終了後、IPOがシステムの保守

管理を外注に頼らずに自前で実施するのであれば、前記 2項目のほかにプログラム設計、プロ

グラムテスト、プログラム管理等の技術の習得は必要不可欠であり、技術移転に要する時間も

相当程度必要であると思量する。

5－2 技術評価

5－ 2－ 1 全体的な所見

残念ながら両者合意に至らず評価報告書に署名できることができなかった。プロジェクトは
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PDMやAPOにのっとり問題なく技術移転が進められた。しかし結果的にフィリピン側には満足

のいく活動ではなかったことに今後の課題は残るが、フィリピン側の一方的な指摘であるとい

う印象を以下の 2点から感じた。

① 体制の変化

初期EDPの職員は4名、実質的なC／ Pは 2名のみであった。現在は30名を超えている。

当然初期は外注管理を目標とした技術移転しかできず現実的な活動であったが、フィリピ

ン側の人員増から自力開発に 3年目以降から傾いていった。

② 要望のAPOへの反映

プロジェクトへの活動の要望があれば、毎年協議して作成されているAPOに反映させて

いくべきであるがフィリピン側から自力開発（メンテナンス）の活動に対する要望があがっ

ていなかった。中間評価時で議題にはあげてはいるが、その後の最終年度のAPOを作成す

る過程ではメンテナンスに関する要望はあがっていなかった。

日本側はAPOを根拠にプロジェクト活動の範囲とその妥当性を主張したが、フィリピン側は

中間評価時に合意された議事録の 3.5を楯に、メンテナンス技術抜きではプロジェクトの効果が

半減し、評価報告書に反映させたいとし譲らず協議は決裂した。

5－ 2－ 2 個別の問題点に関する所見

（1）現在までの進捗の遅れ

PCT、旧法、バックログといったシステム開発が3年目以降追加となり、業務量が大きく

膨らみ、開発業務に 7か月程度の遅れが出ているために専門家及び IPO C／ Pの活動に余

裕がなくなっていった。フィリピン側は外注業者の不出来が進捗の遅れている最大要因に

あげているが、提出されている設計書等からそれほど外注の技術水準が低いとは思えない

ことから、原因の一部ではあっても主な要因とはなり得ない。業務量の増大の割に投入量

の追加が少なかったことが主たる原因と見るのが妥当である。

（2）現在の進捗状況

現在 3月末を目標に 3フェーズのシステム統合（日本では結合テスト、システムテストと

呼ばれEnd-Userによってシステムの全過程をテストしている。）を予定しているが厳しいス

ケジュールとなっている。70件に及ぶ仕様変更とデバッグ作業を同時並行して行うという

まさしく非常事態であり、プロジェクト、IPO、外注業者が一体となって業務に集中しない

限り、現在目標としている 3月末までにシステム統合を終わらせるスケジュールの達成は

難しい。
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（3）外注業者への不信

IPO側が外注開発を拒否した根底には、予想以上に根強い外注業者への不信があった。技

術レベルは前述した設計書等からフィリピンでは水準以上と思われるが、外注の技術レベ

ルについてはプロジェクトとしては外部要因であることから、外注への聞き取り調査は

行っていない。しかし、発注した各フェーズで外注先の要員が相当替わっていたことは間

違いない。IPOは各フェーズのたびに再度業務について説明しなくてはならず、参考資料

を提出してあっても再度提出を求められたりして、不信が強まっていったと考えられる。

一方的に IPO側の主張を聞き入れるのは公平とはいえないが、少なくても各フェーズで IPO

への窓口となる同一の上級技術者を確保することは、受注企業としての最低限の責任であ

り、それができていなかったのは企業倫理に欠けていると言わざるを得ない。しかも、関

係者の配慮で外注業者とは随意契約を取り交わしている。業務の継続性を考慮すれば、随

意契約は妥当な処置であると考えるが、随意契約の効果は結果的に限定的であったとも言

わざるを得ない。

以上のことから IPOがプロジェクト終了後の外注契約にリスクを感じメンテナンス契約

を拒否する理由にあげていることは理解できよう。

（4）IPOの技術レベル

IPOは ISSPという電子化計画を基に事務所内

の電子化を進めている。基本的な技術はVisual

Basicを利用したC／S方式である（ちなみにベト

ナムの同一プロジェクトはこの方式を選択して

いる）。この分野ではシンプルなシステムの構築

は十分に可能である（写真はトレーニングルー

ム内 VB でつくられたシステムの画面が出てい

る）。

しかし、開発中のシステムはウエブブラウザー形式であり異なる技術を使っている。た

だ当形式に必要なASP等の国内研修を行う予定である（今後の進捗次第ではC／ Pに受講

する余裕がなくなる可能性がある）。研修を受けただけでは業務に応用できるかどうか疑問

だが、研修で習得した技術を試せる環境にあるので簡単なものから試していけばよい。

セキュリティについては、大久保短期専門家の指摘どおり全くできていない状態なので、

早急に対応は必要である。IPO側から公開しているDBと開発中のシステムは、切り離して

いるとの回答を得たが、LANでつながっている以上DBが危険にさらされていることに変

わりはない。
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（5）サーバーのメンテナンス契約

当プロジェクトで最も高価な機材であるサー

バー4台の保障期間が2003年早々に切れる。サー

バーは DBの保護のためにもメンテナンス契約

を保障期間が切れる前に契約を結ぶ必要がある。

ただ、Compaq製の新しいサーバー（写真）が入っ

ているのでそちらに移行することはできるので

はないか。

（6）IPO側の要望

フェルナンデスMIS-EDP局長に面談し、フィリピン側の要望の聞き取りを行った。主な

要望は以下の 2点である。

① プログラム構造、システムの仕組み、DBの構造及び関連を教えてほしい。

② システム統合中のメンテナンス作業へ関与したい。具体的にはエラーや仕様変更に対

し、外注業者がどこをどのようにソースコードを改変するか、業者の横に座り教えてほ

しい。

要求自体は無理のないものであるが、開発中のシステム全体を見渡せる人がいないこと

が大きな問題である。このような大きなシステムではDBやプログラムの構造が複雑になっ

ているため一部のメンテナンスが可能であっても、修正を入れたことによってシステム全

体として、どのような影響があるのか全体を理解している人材がいないとシステムを壊す

危険があることから、IPO側の要望は自力でメンテナンスを行うには熱意は感じられるも

のの楽観的である。

また、上記要望をプロジェクト期間中に実現することも現在の進捗状況からプロジェク

ト、IPO、外注業者の三者に余裕がないことから現実的に不可能である。

5－ 2－ 3 今後の対応に関する所見

このままプロジェクトが引き揚げて、IPOが外注へのメンテナンス契約を結ばない場合、シ

ステムを壊したり、End-Userが希望する仕様変更ができなかったりして、将来に開発中のシス

テムが使用されなくなる可能性がある。そうなった場合、説明責任を負えなくなる可能性があ

ることから、今後何らかの対応が必要となる。以下にいくつかの考えられる対応策をあげる。

（1）短期専門家の派遣

前述した要望を満たすため、特許業務を理解している人と技術経験がある人を3～ 6か月
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派遣する。時間を空けて更に1、2度派遣し、その際、段階的に期間を短くして最終的に引

き上げる。JICAのスキームにあった方法であるが、人材の確保が難しい（技術担当は民間

活用が必要と思われる）。

（2）外注業者との技術移転を含むメンテナンス契約

IPOが外注契約を拒否しているので難しい面もあるが、実際に開発を行ったのは外注業

者であり技術力ももっている。日本人がかかわるよりもフィリピン人同士で解決できるのな

ら両者に任せるべきであろう。両者を納得させることは難しいが、段階的にメンテナンス契

約料（外注業者の業務量）を減らしていき、自立させる方法である。日本側が費用負担を行

う場合でも、あくまで部分負担とし、日本側の負担率も段階的に減らして手を引けばよい。

（3）ヘルプデスク

（2）と同じようなものであるが、外注業者にヘルプデスク機能をもってもらい技術的な質

問やシステムへのメンテナンスの影響を教えてもらう方法で IPO、外注業者の両者の負担

が減るメリットがある。外注業者が今回のシステム開発した人材を保持し続けることが条

件となる。

（4）新規技術移転プロジェクト

新たに開発技術に関するミニプロジェクトを立ち上げる方法もあるが、効率性、有効性

ともに問題があり現実的ではない。

現在進行中のプロジェクトはPDM、APOにのっとり問題なく活動を行ってきており、何

ら非難されることはないので予定どおりプロジェクトを終了させるべきである。仮に上記

のような対応策が施されるにしても、あくまでの追加要望への対処として扱うことが妥当

であろう。

また、次回協議の時期については、前述のとおり現在は進捗状況が厳しい状況であり、年

度内はプロジェクトに負担がかかるので望ましくない。また、プロジェクトの終了につい

ても合意に至っていない状況なので、4月中旬からプロジェクト終了前の期間に行われる

ことが望ましいと思われる。

5－3 評価分析

今回の終了時評価調査における合同評価報告書の協議にあたり、フィリピン側と日本側双方で

合意に至らなかった背景には、技術移転の範囲に関する認識に大きな乖離があった。日本側は外

注管理を行う技術を想定し、フィリピン側は自立的にシステムを維持管理する技術を想定してい
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たわけである。こうした認識の違いは主に 2001年末の中間評価調査から表面化したものだが、中

間評価以降も相違点の公式なすり合わせはなかった。これまでのPDMやR／Dの規定でも技術移

転の詳細な範囲を定義する内容は含まれず、PDMの書き方があいまいすぎたと指摘するのはフィ

リピン側も認識するところであり、共通認識のないままプロジェクトが進められてきた印象があ

る。

今回の協議において日本側が再三にわたって指摘してきた、技術移転項目に不足があるのであ

れば、なぜAPOを確定する際にプロジェクト内で議論をしてこなかったのか、という疑問に対し

ては、フィリピン側も明確な答えを示せず、APOは実施途中で変更できないのかとする議論のす

り替えでしか対応できなかった。それに対してフィリピン側が指摘した、中間評価調査団と交わ

されたM／Mのなかで「プロジェクト終了までに自立的に維持管理できる能力をフィリピン側は

習得する」という記述があったのは、確かにフィリピン側の想定が正しいという理論的根拠を与え

るものであり、協議が平行線をたどる結果となった。特にフィリピン側はPACSYSが完全に運用

可能になるまではプロジェクトの終了にも合意できないという姿勢を示しており、協議は完全に

膠着してしまった。

こうした背景のなか、評価分析担当者としてプロジェクトを振り返ると、フィリピン側の要望

としてシステムを自立的に維持管理する方針があるならば、その方針と整合性のあるプロジェク

トを提供しない点は、評価 5項目の妥当性及び自立発展性にかんがみて問題を惹起する要因とな

り得る。これまで日本側は特に JPOでの事例に言及して、システム開発及び運用において外注業

者を利用することはコスト面でも技術革新の速さという点でも妥当であると議論してきたが、外

注を利用することがフィリピン国内においても一般的なのかは精査されていない。実際にフィリ

ピン側は、プロジェクト期間中の外注開発者との問題点にも言及し、国内の IT業者の信頼性は日

本ほど高くはない点を指摘したうえで、現在の経済状況にもかんがみて IT業者が倒産した場合に

独自のノウハウの蓄積がなければ、いかにシステムの維持管理を進められるのかと問題提起した。

フィリピン側には政府が進める電子政府構想も大きな配慮事項の一つとなっており、また今回の

開発作業を通じて外注業者にも不満を抱いているため（一方的かもしれないが）、外注の有効性を

フィリピン側に納得させるには非常に難しい状況にある。

また日本側の立場としても、今回フィリピン側が主に要求してきた、①残りの期間での外注業

者との共同作業及び、②ソースコードの早期引き渡しは、理解し得る要望であったものの、プロ

ジェクト終了までの時間的制約が非常に厳しく、その要望に応えることができなかった背景も

あったと思料される。追加された活動への対応も含め作業の進捗は所期の計画に比べて遅れてお

り、PACSYSを完全に運用可能な段階へ到達させるためには、残りの期間でシステムの調整に専

念するほかに選択肢がない。そうした制約によって、日本側の柔軟性が損なわれていた面も否め

ない。またフィリピン側の姿勢に関しても、個人別にインタビューをした際には、マイナーなエ
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ラーは自分たちで対応して、メジャーなエラーの修正は外注へ委託したいとする比較的柔軟な方

針を述べていた。一方、公式な協議の場で自立的に維持管理をしたいと強調する背景には、JICA

の協力を引き出したい意図もあったのではないかとの印象を受けた。しかし、フィリピン側がイ

ンタビューで述べていたような対応を今後取るにしても、マイナーとメジャーなエラーをいかに

区分けするのかが問題となる。事実、商標システムの運用において、マイナーなエラーだと判断

して修正作業を自ら行ったところ、大きな障害を招いたこともあった。

いずれにしても、評価報告の提言として日本側が強調したかった、① PACSYSの完全運用をめ

ざした残りの期間での重点的な作業投入、②既存手続きからPACSYSへの円滑かつ速やかな移行、

③移行に伴うエンドユーザへの啓発活動強化、といった長官の主導を要するプロジェクト終了ま

での活動についても、協議が合意に至らなかったためにフィリピン側の確約を得られていない。

今回双方が合意に至らなかった問題修復に限らず、上述の提言をプロジェクトで徹底してもらう

ためにも、今後日本側が何らかのフォローアップ措置を講じる必要がある。また、今回はその場

で妥協案を提示できない副長官が、フィリピン側の議長を務めていたため、次回の協議にはエマ

IPO長官をテーブルにつかせる必要もあると思料される。
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第 6章　団長所見

6－1 協議経過及び結果

6－ 1－ 1 5項目評価サマリー及び詳細評価資料の暫定的合意

日本側評価調査団と IPO評価調査団（団長：Ms. Josephine R. Santiago、IPO副長官）は日本側が

取りまとめた 5項目評価に基づく評価結果案（Draft）を基に協議を行い、日本・フィリピン双方

で見解の分かれる箇所も多くあったが、話し合い・修正の結果、5項目評価報告内容について、

双方は暫定的な合意に達した。

双方の主な論点は以下のとおり。

① プロジェクト実施の途中で新たに 3つのサブ・システムの開発が加わり、活動の実施に

大きな影響を与えたので、PDMを変更し、投入計画、協力期間等を見直すべきであったと

の日本側の評価に対し、フィリピン側 3つの活動の追加はプロジェクト活動へ大きな影響

を与えたとは考えない旨の主張。

② フィリピン側はプロジェクトの進捗に影響を与えた要因は、長期専門家の不在（3か月の

不在）及び外注業者の対応が悪かったことである旨を主張。日本側は外注業者のインタ

ビューを実施していないので、一方的な評価を下すのは不適当と反論し、外部要因として

触れることで妥協。

③ 日本側はプロジェクトの sustainabilityを評価する項目として、外注業者とのメンテナンス

契約を交わすことを前提にプロジェクトの継続性が確保できると評価したのに対し、フィ

リピン側はメンテナンス契約を示唆する内容にメンテナンス問題はプロジェクト終了後の

問題であり、プロジェクト自体の評価と関連しないと強く反発したため、メンテナンスに

ついて削除することで妥協。

6－ 1－ 2 合同評価報告書の結論・提言・教訓の内容で対立

しかし、報告書の 6.Conclusion、7.Recommendation及び 8.Lessons Learnedの協議の場面で双方の

見解が対立し、合意に達することができなかった。特にフィリピン側が強く主張した項目（後

述）を 7.Recommendationに挿入することを認めることは前日暫定的に合意に達した5項目評価報

告内容との整合性がとれなくなること、及びAPOに盛り込まれていない新たな要望事項ととら

え、M／M内容の協議で取り扱うことが適切と判断されたので、その旨提案したが、フィリピ

ン側はRecommendationに入れることに固守した。

双方の見解の相違点は、6－ 3 意見の分かれた点を参照。
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6－ 1－ 3 M／Mの協議・合意

日本・フィリピン双方の調査団は今回の終了時評価で合意に達することができなかったこと

及び今後の取り扱いについて、協議・合意し別添M／Mに署名した。協議・合意の主な要点は

以下のとおり。

① 日本側はプロジェクトの協力残余期間中にC／ Pと専門家チームで了解されている活動

（Integration作業の具体的内容を記した文書）が終了することを条件にプロジェクトがR／D

で定められた期間内で終了することに双方合意する旨の文章を入れることを提案したが、

協議の過程でフィリピン側は新たな項目の追加を求め、文書の変更を主張したので、プロ

ジェクトの終了時期に関する文章を記載することができなかった。

② 技術移転の内容を含む複数の事項で見解の違いが生じ、評価報告書に合意することがで

きなかったこと、及び下記 6－ 3 意見の分かれた点の 1.技術移転の範囲のフィリピン側の

主張の（2）、（3）、（4）の内容の記載、並びに日本側がそれらの事項はAPOの活動予定に盛

り込まれていなかった新たな事項であり、評価報告書の提言に記載することに同意しな

かったこと。

③ フィリピン側はプロジェクト終了前に終了時評価調査を再度実施し、双方の見解の相違

点から生じた事項について協議すべきである旨主張した。日本側は評価調査の再実施は約

束できないこと、しかし、見解の相違から生じた事項を協議し、プロジェクト終了へ向け

ての何らかの対応を協議するための consultation（時期と方法は関係者で別途検討）を行うこ

とは必要であることを提案し、その旨提言することで合意したこと。

6－2 プロジェクトの進捗総括

6－ 2－ 1 全体状況

プロジェクトの全体的な進捗状況は、PDMに記載された各活動ごとの POから見ると、プロ

ジェクト開始当初の十分なC／ P配置の遅れ、システム開発の追加（Backlog Data Entry Sub-

System, Patent Cooperation Treaty Sub-System, Old Law Sub-System）及び外部のシステム開発業者

との連携の問題等により、プロジェクト期間前半では、大幅な遅れは認められたが、後半に入

り、C／ Pと共同で作成されたAPOにより、活動計画の遅れは実質的に調整・回復されている

と認められる。今後予定されている活動は非常に厳しいスケジュールであるが、予定どおり実

施されればR／Dの期間内に終了できるものと見込まれる。
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6－ 2－ 2 システム開発

システム開発に関する進捗状況は、予定されたシステムの開発はほぼ終了し、現在それらの

システムの改造作業（integration）を専門家の指導の下にC／ Pと外部のシステム開発業者が行っ

ている。それらの業務の過程で、既に開発したシステムについて多くの改造要求や障害に対応し

なければならなく、非常に厳しいスケジュールであると認められるが、これらの業務は 2003年

3月末までに終了し、4月より実務上の運用指導に入る予定である旨専門家及びC／ P双方より

確認した。

6－ 2－ 3 技術移転

プロジェクト計画時にはシステム自体の開発及びメンテナンスは外部のシステム開発業者を

活用することを想定していた（しかし、本件に関してはフィリピン側が明確に認識していたこと

を証明する文書は存在しない）。これに基づく外注管理に必要な技術移転は、ほぼ終了している

と判断される。開発された複数のサブ・システムのリリース後の運用管理、障害管理、改造要

求等への対応技術についても、目下実施中のシステム改造作業においてOJTベースで技術移転

中であり、プロジェクトの終了時点までには完了できる見込みである（ただし、開発されたシス

テムのメンテナンスに関する IPOの方針変更により移転技術の内容についてフィリピン側と見

解の相違があり、そのためフィリピン側は技術移転は不十分であるとの見解をとっている）。

6－3 意見が別れた点

項　目 フィリピン側の主張 日本側主張
1. 技術移転の

範囲

（the Scope of

Techno logy

transfer）及び

報 告 書 の

Recommendation

の内容

（1）評価チームも Joint Coordinating Committee

も移転技術の範囲を定めたり、制限した

りする根拠はない。R／Dに記載されてい

なくとも必要とされる技術移転は行うべ

きである。

PDMのOutputの条項でもシステム開発

のプログラミング技術の習得は除くとは

解釈できない。

（1）実施調査時点で両者が合意したR／ Dや

PDM に基づいて、現実的なニーズやド

ナー側のリソースのアヴェィラビリ

ティーを勘案して、具体的な協力の範囲

や内容が専門家チームとC／Pで協議・合

意されてAPOが作成され、そのAPOに沿っ

て活動が行われる。プロジェクト実施途

中でニーズに変化があった場合は、正式

にPDMの変更を行い、APOにも反映され

るべきである。C／Pの要望は種々あると

思われるが、現実的な状況に基づいて作

成されたのがAPOであると判断する。

PDM及びAPOの活動内容を判断する限

りにおいては、システム開発は外注業者

に契約することを想定されていたと判断

する。

日本側評価団は両者が合意したAPOを

ベースにプロジェクトの進捗状況、成果

の達成度等を評価したものである。



- 34 -

2. Maintenance

Contract

（フィリピン側主張（2）については日本側は反
論せず）

（3）フィリピン側の主張（2）については、残り

の期間内にシステム改造作業をタイトな

日程で三者で行わなければならず、新た

な要望を取り入れることは困難である。

よって、評価のなかにそのような

Recommendation を取り入れることはでき

ない。ただし、今後のメンテナンスにかか

ることでもあり、M／M内容についての

協議のなかで取り扱うことは可能である

（フィリピン側は拒否）。

（4）開発されたシステムの運用管理やメンテ

ナンスに必要な基本的な知識を習得する

ために現地研修を実施中である。また、最

終的なソースコードは改造作業が終了後、

引き渡すことは専門家チームも約束して

いる。

（5）技術移転の範囲に係るフィリピン側の主

張はメンテナンスに対する考え方から派

生していると思われる。フィリピン側の

主張を評価報告書に入れることは両者で

合意に達した 5 項目評価に基づいた内容

に影響を与えるものであるので、M／Mで

処理する以外は認められない。

（1）本プロジェクトの基本的なコンセプトは

システムの開発及びそのシステムのメン

テナンスは外注業者を活用して行うこと

を前提に技術協力を行ってきた。PACSYS

のような規模の大きく複雑なシステムの

メンテナンスを自前で行うのは技術的に

難しいと判断され、また、メンテナンスは

プロジェクトの sustainability を判断する重

要な要素であるので、外注業者との契約

を提案したものである。

（2）外注業者から話を聞く機会がなかったの

で、一方的判断をするのはフェアーでな

い。評価のなかでは外部要因として取り

扱った。

（2）中間評価時に合意されたM／Mにおいて
も、プロジェクトの終了後には IPOはシス

テムの必要なメンテナンスや改良に自ら

対応できるようになり、C／ Pはそれまで

に（プロジェクト終了を意味する）に必要

な技術に到達する必要がある旨記述され

ている。

（3）それゆえに、JICAはC／Pを外部開発業者

が行う開発されたシステムの改造

（Integration of PACSYS）作業に積極的に参

加させ、改造技術、改造作業過程で発見さ

れる障害の修正技術を習得ことを認める

べきである。そのことが、PACSYSのメン

テナンスを確実なものにするのに役立つ。

（4）また、C／ Pはサブシステムの統合作業、

及びシステム改造、並びに不具合解決作

業中に PACSYSのすべてのフェーズに関

するソースコードを必要なすべての技術

情報にアクセスできるようにすべきであ

る。さらに、サブシステムの統合作業が終

了次第、必要な技術情報を含めて最終的

なソースコードを引き渡すこと。

（5）上記（2）、（3）の項目は評価に関係する重

要な事項であるのでRecommendationに書

き入れるべき（M／Mで協議する日本側の

提案を拒否）。

（1）外注業者とメンテナンス契約を交わすの

は選択肢の一つ（an option）であって、評価

報告書で外注業者とメンテナンス契約を

交わすことを示唆する提言を行うのは時

期尚早である。

さらに、外注業者とメンテナンス契約

を交わすことを示唆する勧告を行うこと

はC／PがPACSYSを運用管理するための

技術をいまだ十分に修得していないとい

う（the unqualified Project Output）を主張す

るフィリピン側の意見を否認するもので

ある。

（2）外注業者のWeservは、IPOの経験から判断

して、本件プロジェクトの意義を十分理

解していなく、また、専門業者としての対

応が不適切であったと申し述べなければ

ならない。
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（3）すべての機器、ソフト、開発されたシステ
ムの運用・管理責任は、フィリピン側にあ

ること及び IPOの主張を勘案して、評価報

告書のなかでは外注業者とのメンテナン

ス契約について、あえて触れないことで

妥協する。

（1）協議時間の都合及び上記 1.及び 2.の事項

で見解が別れ評価報告書の recommendation

の項で合意できなくなったために、議論・

反論を行わなかった。

（ただし、日本側が提示したドラフトは

システム開発を伴うプロジェクトではメ

ンテナンスを勘案し、システム開発は本

邦での開発でなく、現地業者を活用する

のが望ましい趣旨のドラフトであった）。

（2）議論せず。

（3）以上の理由により、外注業者とメンテナ
ンス契約を交わすことを示唆する提言は

評価報告書並びに関連するすべての付属

文書から除外されるべきである。

（1）コンピューターのシステム開発を伴うプ

ロジェクトで自前のシステムを開発供与

するために外注業者を利用する場合、シ

ステムの運用とメンテナンスの持続性を

確保するために、C／Pはプログラミング

開発を含めてすべてのシステム開発に積

極的に参画できる処置をとるべきである。

（2）フィリピン側の見解として、R／Dの内容

はあまりにも漠然としているので、プロ

ジェクトの実施過程で協力内容の見直し

が必要である。

3. 教訓に入れ

るべき事項
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日 順 月　日 曜 日 時　間
日　程

評価分析団員 調査団本体

1 11月 24日 日

2 25日 月

3 26日 火

4 27日 水

5 28日 木

6 29日 金

7 30日 土

8 12月 1日 日

9 2日 月

10 3日 火

11 4日 水

12 5日 木

13 6日 金

14 7日 土

15 8日 日

16 9日 月

17 10日 火

移動（成田→マニラ）

専門家インタビュー

IPO長官インタビュー

C／ Pインタビュー

C／ Pインタビュー

専門家インタビュー

合同評価報告書（案）作成

評価グリッド

合同評価報告書（案）作成

評価グリッド 移動（成田→マニラ）

合同評価報告書（案）作成

JICA事務所打合せ

IPO表敬

プロジェクトサイト視察

専門家との打合せ

C／ Pインタビュー

庁内視察

団内打合せ

団内打合せ

協議（合同評価報告書）

協議（合同評価報告書）

事務所・団内打合せ

資料整理

資料整理

団内打合せ

M／M協議・署名

大使館報告

JICA事務所報告

移動（マニラ→成田）

13:30-15:30

16:00-16:30

9:00-17:00

9:00-14:50

9:00-16:45

9:00- 9:30

10:00-10:30

11:00-12:00

14:00-17:00

9:00-10:30

10:30-12:00

14:00-17:00

14:00-19:00

10:00-12:30

15:00-18:00

10:00-13:00

15:00-15:30

17:00-18:00

１．調査日程
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（1）フィリピン知的財産権庁（IPO）

Ms. Emma C. Francisco Director General

Ms. Josephine R. Santiago Deputy Director General

Mr. Cecilio M. Fernandez Director, Management Information System-EDP Bureau

Ms. Corazon T. Marqueses Director, Administrative, Financial and Human Resources Development

 Service Bureau

Mr. Epifanio M. Evasco Director, Bureau of Patents

Ms. Rosella L. Fernandez Assistant Director, Management Information System Bureau of Patents

Ms. Lourdes F. Alabarca Assistant Director, Management Information System-EDP Bureau

（2）日本大使館

齋藤　賢介 二等書記官

（3）プロジェクト専門家

田代　茂夫 チーフアドバイザー

丸山　智恵子 業務調整員

芳野　賢一 文献データベース

土屋　頼博 コンピューターシステム

（4）JICA事務所

中垣　長睦 所　長

高田　裕彦 次　長

勝又　晋 所　員

２．主要面談者
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